
愛川町ゼロカーボンシティ宣言についての陳情書

1.趣旨
2050年までにCO₂（二酸化炭素）排出量実質ゼロを目指すと愛川町長が表明（ゼロカー
ボンシティ宣言）することを求めます。

2.理由
近年、酷暑や台風・集中豪雨など気候変動の影響は身近な生活に及んでおり、世界全体
が危機的状況となっています。これに対し、国内外の自治体や企業が地球温暖化対策に取
り組む動きも活発化しています。

2015年に合意されたパリ協定では「世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて2°Cよ
り十分低く保つとともに、1.5°Cに抑える努力を追求する」とした目標が国際的に広く共有
されました。また、2018年に公表された気候変動に関する政府間パネル(IPCC)の1.5°C特別
報告書では、現在の地球の平均気温が、産業革命前に比べて既に約1°C上昇していること
を確認し「気温上昇を2°Cよりリスクの低い1.5°Cに 抑えるためには、2050年までにCO2の
排出量を実質ゼロにすることが必要」とされています。
こうした目標の達成に向け、菅義偉総理(当時)は2020年10月26日の所信表明演説におい
て、2050年までに温室効果ガスの排出を実質ゼロにすることを宣言しました。また、政府
はそれに先立ち、2050年に二酸化炭素排出実質ゼロにすることを目指す旨を、首長自らが
表明又は地方自治体として公表された地方自治体を「ゼロカーボンシティ」とすることと
し、国内外に発信するとともに、全国の自治体へ表明を呼びかけています。表明自治体数
は増加しており、2024年3月29日時点で、全国1741の自治体中1078の自治体、神奈川県お
よび神奈川県内でも33市町村中26の地域が表明し、残るは県内で７地域のみとなっていま
す。

愛川町においても、基盤となる自然環境と町民の健康及び経済活動を含む生活を守るた
めには、気候変動対策は避けては通れないものと認識されているところかと思います。た
だ強調しておきたいのは、排出量削減の取り組みは、我慢を強いて快適さを犠牲にするも
のではなく、新しい価値と豊かな生活を生み出すものだということです。
脱炭素（ゼロカーボン）のために重要な二本柱は「再生可能エネルギー」と「省エネル
ギー」です。再生可能エネルギーの普及と省エネルギー化の推進は、エネルギーの地産地
消を可能にし、町内経済の域外流出の大原因を防ぐのみならず、新たな価値の創出や、災
害に対するレジリエンス強化にも繋がり、地域振興に貢献します。
国・地方脱炭素実現会議による「地域脱炭素ロードマップ」でも、「地域脱炭素は、地
域の経済活性化・社会面の課題解決に貢献できるものであり、今ある技術で取り組める、
地域資源の最大限の活用で実現されるもの」と記されています。



ゼロカーボンシティ宣言自治体を後押しする予算を重点施策として概算要求している環境
省をはじめ、関係省庁では各支援ツール・枠組みも設けられ、神奈川県でも脱炭素戦略の
強化が検討されています。愛川町においても、国の施策を積極的に活用し気候変動対策を
進めるとともに、地方創生をもたらす地域脱炭素実現のために、ゼロカーボンシティ宣言
を行っていただくよう愛川町議会において本陳情を採択いただきたく、お願い申し上げま
す。
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